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2. 通期（2014年度）決算概要
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4. 通期（2014年度）経常利益・当期純利益

5. 機器別売上高

6. DVD関連機器の売上高

7. テレビ関連機器の売上高

8. 仕向地別売上高

9. 営業利益増減要因

10. 財務の状況

11. 棚卸資産

12. 2015年度の計画

13. 機器別売上高計画

14. 仕向地別売上高計画

15. 設備投資額・減価償却費・研究開発費
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2013年度
4Q

2014年度
4Q

前年同期比
( )は増減率

売 上 高 485 435 △50
(△10.3%)

営 業 利 益 △59 △8 ＋51

( 営 業 利 益 率 ) (△12.2%) (△1.9%)

経 常 利 益 △70 △23 ＋47

( 経 常 利 益 率 ) (△14.5%) (△5.5%)

四 半 期 純 利 益 △84 △25 ＋59

( 四 半 期 純 利 益 率 ) (△17.5%) (△5.9%)

期 中 平 均 レ ー ト
（対米国ドル）

102.57円 119.23円

（単位：億円）

１．第4四半期（15年1月-3月）決算概要

月末レート 13年12月 14年3月 14年12月 15年3月

（対米国ドル） 105.39円 102.92円 120.55円 120.17円
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2013年度
2014年度計画
（11月4日発表）

2014年度 前期比
( )は増減率

計画比
( )は達成率

売 上 高 2,340 2,030 2,170 △170 ＋140

(△7.2%) (106.9%)

営 業 利 益 △54 5 5 ＋59 ＋0

( 営 業 利 益 率 ) (△2.3%) (0.2%) (0.3%)

経 常 利 益 △22 14 19 ＋41 ＋5

( 経 常 利 益 率 ) (△1.0%) (0.7%) (0.9%)

当 期 純 利 益 △67 9 13 ＋80 ＋4

( 当 期 純 利 益 率 ) (△2.9%) (0.4%) (0.6%)

期 中 平 均 レ ー ト
（対米国ドル）

100.49円 102.80円 110.62円

（単位：億円）

２．通期（2014年度）決算概要

月末レート 14年3月 15年3月

（対米国ドル） 102.92円 120.17円
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3月30日
修正発表

当期実績 差 額

売 上 高 2,030 2,170 ＋140
(106.9%)

営 業 利 益
（ 営 業 利 益 率 ）

0
(0.0%)

5
(0.3%)

＋5

経 常 利 益
（ 経 常 利 益 率 ）

10
(0.5%)

19
(0.9%)

＋9

当 期 純 利 益
（ 当 期 純 利 益 率 ）

8
(0.4%)

13
(0.6%)

＋5

（単位：億円）

３．2015年3月30日発表業績予想と実績の差異
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４. 通期（2014年度）経常利益・当期純利益

2013年度 2014年度 前期比

営 業 外 収 益
営 業 外 費 用

44
12

24
10

△20
△2

経 常 利 益 △22 19 ＋41
特 別 利 益
特 別 損 失

0
34

11
8

＋11
△26

税 引 前 純 利 益 △56 22 ＋78

法 人 税 等
法 人 税 等 調 整 額

5
6

7
2

＋2
△4

当 期 純 利 益 △67 13 ＋80

（単位：億円）

（※1 営業外損益内訳）

（※1）

（※2）

（※2 特別損益内訳）

FY2013

FY2014



66

５．機器別売上高

320 320

189 126

1,831 1,724

2013年度 2014年度

2,340億円

2,170億円

DVD関連： 395
T V 関 連：1,436 DVD関連：303

T V 関 連：1,421

映像機器

情報機器

その他

： △107億円 （△5.9％）

： △ 63 億円 （△33.1％）

： ＋ 0 億円 （＋0.1％）

合 計 ： △170億円 （△7.2％）

映像機器

情報機器

その他

DVD関連 ： △ 92 億円 （△ 23.3％）

T V 関 連 ： △ 15 億円 （△ 1.1％）

65%

6%
15% 14%

DVD

T V

情報機器
その他

前 期 比

売上構成比

情報機器

（ ）は増減率

2014年度

61%

8%
14% 17%

DVD

T V

その他

2013年度

 映像機器は、液晶テレビは横ばい。DVD関連製品は市場縮小により減収。
 情報機器は、インクカートリッジは増収だが プリンターは減収。
 その他機器は、受信用関連機器は減収。オーディオアクセサリーが若干の増収。
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６．ＤＶＤ関連機器の売上高

： △ 27 億円 （△29.7％）

： △ 9 億円 （△14.9％）

合 計 ： △ 92 億円 （△23.3％）

DVDﾚｺｰﾀﾞ関連

その他

： △ 33 億円 （△20.1％）

： △ 23 億円 （△28.0％）DVDﾌﾟﾚｰﾔ関連

ﾌﾞﾙｰﾚｲﾃﾞｨｽｸ

53 44

168
135

90

63

84

61

2013年度 2014年度

395億円

303億円
DVDﾌﾟﾚｰﾔ関連

DVDﾚｺｰﾀﾞ関連

ﾌﾞﾙｰﾚｲﾃﾞｨｽｸ

その他

前 期 比 （ ）は増減率

 DVD・BDいずれも市場縮小により、販売が落ち込み。
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７．テレビ関連機器の売上高

：△ 15 億円 （△1.1％）液晶テレビ1,4211,436

2013年度 2014年度

1,421億円1,436億円

液晶テレビ

前 期 比 （ ）は増減率

 大型化に加え年末商戦は好調に推移したものの、DVD一体型テレビの落ち
込みにより、ほぼ横ばい。
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８．仕向地別売上高

1,850

322381
2132 61

77

1,766

2013年度 2014年度

2,340億円

アジア他

日 本

米 州

欧 州

2,170億円

米 州

欧 州

アジア他

日 本

： △ 11億円 （△34.6％）

： △ 59億円 （△15.5％）

合 計 ： △170億円 （△7.2％）

： △ 84億円 （△4.5％）

： △ 16億円 （△20.9％）

米州

売上構成比

3%
1% 16%

80%

前 期 比

日本

米州

欧州

アジア他

 全ての地域で前年を下回るものの、米州は若干の落ち込みにとどまる。

2013年度

※ 2014年度より、従来「アジア他」に含めていた中南米向け売上を、「米州」に含めて表示しております。 なお、名称を「北米」から「米州」に変更しております。
2013年度も同様の記載方法となっております。

3%
1%

15%

81%

日本

米州

欧州

アジア他

2014年度
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９．営業利益増減要因

＊ 付加価値＝売上－（売上原価＋販売費）

△54

△10

＋76

△7
5

付加価値率
上昇

営業利益

売上減少
による減益

（単位：億円）

一般
管理費増

営業利益

前 期 比

2013年度 2014年度



455 422

492 377

376 431 381

606 668

454

492

491

204 316

308 360 302

1,176 1,305 1,278

329

11

10．財務の状況

負債の状況

純資産の状況

（自己資本比率 66.8%）

・仕入債務

・未払金他

△19億円

△13億円

△6億円

＋102億円

前 期 比

・現金預金

・売上債権

・棚卸資産

・固定資産他

資産の状況 ＋83億円

＋177億円

＋ 5億円

△67億円

△32億円

資
産
の
状
況

負
債
・
純
資
産
の
状
況

1,8961,869

現金預金

売上債権

棚卸資産

固定資産他

（単位：億円） 1,813

1,869 1,8961,813

純資産

仕入債務

未払金他

2014年12月末2014年3月末 2015年3月末

425
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11. 棚卸資産

在庫回転月数 2.9ヶ月3.0ヶ月 2.0ヶ月

176
113

161

316

264
264

2014年3月末 2014年12月末 2015年3月末

492億円

377億円

： △ 52億円

： △ 15億円

製 品

部品仕掛品等

製 品

部品仕掛品等

前 期 比

425億円
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12. 2015年度の計画

2014年度 実績 2015年度 計画
実績比増減

（ ）は増減率

上 期 下 期 通 期 上 期 下 期 通 期 上 期 下 期 通 期

売 上 高 1,158 1,012 2,170 911 1,289 2,200 △247 +277 ＋30
（＋1.3％）

営 業 利 益 13 △7 5 △14 30 16 △27 +38 +11

(営業利益率) (1.2%) (△0.8%) (0.3%) (△1.5%) (2.3%) (0.7%)

経 常 利 益 27 △8 19 △18 30 12 △45 +38 △7

(経常利益率) (2.4%) (△0.9%) (0.9%) (△2.0%) (2.3%) (0.5%)

当 期 純 利 益 26 △12 13 △21 25 4 △47 +38 △9

(当期純利益率) (2.3%) (△1.3%) (0.6%) (△2.3%) (1.9%) (0.2%)

期 中 平 均 レ ー ト
（対米国ドル）

103.61円 117.63円 110.62円 118.00円

（単位：億円）
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13. 機器別売上高計画

320 320

187

2013年度 2014年度 2015年度

395
303 264

2013年度 2014年度 2015年度

189

126
100

2013年度 2014年度 2015年度

情報機器 その他

1,436 1,421
1,649

2013年度 2014年度 2015年度

テレビ関連機器

（計画） （計画）

（計画）

DVD関連機器

（計画）

320 320
187

189 126

100

1,436
1,421 1,649

395
303 264

2013年度 2014年度 2015年度
（計画）

【2014年度比】
△12.8％

【減収要因】
・市場縮小により

【2014年度比】
＋16.0％

【増収要因】
・ブランド/流通チャネル

戦略変更

【2014年度比】
△21.0％

【減収要因】
・IJP初年度により

【2014年度比】
△41.7％

【減収要因】
・アクセサリー減収

（単位：億円）

2,340

2,170 2,200
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14. 仕向地別売上高計画

381
322 342

2013年度 2014年度 2015年度

77
61

36

2013年度 2014年度 2015年度

32

21
28

2013年度 2014年度 2015年度

アジア他 日本

1,850 1,766 1,794

2013年度 2014年度 2015年度

米州 欧州

381 322 342

32
77

61 36

1,850

1,766 1,794

2821

2013年度 2014年度 2015年度

（単位：億円）

2,340

※ 2014年度より、従来「アジア他」に含めていた中南米向け売上を、「米州」に含めて表示しております。 なお、名称を「北米」から「米州」に変更しております。
2013年度も同様の記載方法となっております。

（計画） （計画）

（計画）
（計画）

（計画）

【2014年度比】
＋1.6％

【増収要因】
・液晶テレビ

【2014年度比】
△41.5％

【減収要因】
・DVD関連製品

取扱い減少

【2014年度比】
＋32.7％

【増収要因】
・LBP

【2014年度比】
＋6.3％

【増収要因】
・液晶テレビ

2,170 2,200
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84
74

96

2013年度 2014年度 2015年度

15. 設備投資額・減価償却費・研究開発費

109

32 30

2013年度 2014年度 2015年度

52 47 47

2013年度 2014年度 2015年度

（単位：億円）

設備投資額 減価償却費 研究開発費

（計画） （計画） （計画）

（対売上比）

【2014年度比】 △6.3％ 【2014年度比】＋29.7%【2014年度比】 －

3.6% 3.4%

4.4%
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Ⅱ．補足資料

1. 四半期別決算概要

2. 機器別売上高の推移（四半期）

3. 仕向地別売上高の推移（四半期）
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１. 四半期別決算概要

2012年度 2013年度 2014年度

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

売 上 高 400 490 580 450 505 700 650 485 430 728 577 435

営 業 利 益 △9 △5 △3 △34 △17 22 △1 △59 △21 34 0 △8

( 営 業 利益率 ) (△2.4%) (△1.0%) （△0.7％) (△7.6%) (△3.4%) (3.3%) (△0.2%) (△12.2%) (△4.9%) (4.7%) (0.1%) (△1.9%)

経 常 利 益 △20 △10 32 △4 1 20 26 △70 △24 52 15 △23

(経常利益率) (△5.1%) (△2.0%) （5.5％) (△1.1%) (0.2%) (2.9%) (4.1%) (△14.5%) (△5.7%) (7.1%) (2.6%) (△5.5%)

四半期純利益 △18 △11 6 △62 △0 6 11 △84 △23 49 13 △25

(四半期純利益率) （△4.6％） （△2.3％） （1.2％) (△13.9%) （△0.0％） （0.9％） （1.7％） (△17.5%) (△5.4%) (6.7%) (2.3%) (△5.9%)

（単位：億円）

為替レート
(円／米国ドル)

79.80 78.12 82.78 92.56 99.23 98.06 102.10 102.57 101.87 105.34 116.04 119.23
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２．機器別売上高の推移（四半期）

77

49

286

93

82

58

481

79

91

41

397

121

70

41

272

102

77

57

236

60

75

39

528

86

85
17

378

97

83
13

279

60

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

（億円）液晶テレビ 情報機器 その他DVD関連機器

505

700
650

2013年度 2014年度

485
430

728

577

435
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３．仕向地別売上高の推移（四半期）

338

797111794 82907595
4

12 6
6

6 58
6 14121817

1721
2019

385 345

523

336

614

478

597

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

欧州 アジア他 日本米州 （億円）

505

700
650

485

2013年度 2014年度

430

728

577

※ 2014年度より、従来「アジア他」に含めていた中南米向け売上を、「米州」に含めて表示しております。 なお、名称を「北米」から「米州」に変更しております。
2013年度も同様の記載方法となっております。

435
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注意事項

本資料には、歴史的事実ではない将来の業績に関する予想及び見通しについて

の記載が含まれています。

これらの記載は、映像機器及び情報機器をはじめとする当社及び当社グループ

会社の事業に関連する業界動向、国内外の経済状況並びに為替レートの変動そ

の他の業績に影響を与える可能性のある要因について、現時点で把握可能な情

報をもとにした仮定及び見通しを前提としています。

したがって、実際の業績は、エレクトロニクス業界における競争状況、市場動向、

為替動向、新製品の導入及びその成否、税制や諸制度に関する世界的な状況を

含む多くの不確実な要因の影響を受け、本記載の予想及び見通しとは大きく異な

る場合がありますのでご承知おきください｡




